
目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　昨年度から進めている照明器具のＬＥＤ化や各庁舎における施設の修繕や交換更新事業等に優先順位をつけ、計画的
に職場環境の改善をすすめる。また、修繕工事は個別の計画に基づき公共施設整備課と連携を密にし業務を遂行する。

　各庁舎施設とも竣工後の年数がかなり経過しており、不
具合や設備保証期間切れに伴う交換修繕が増えてきている。

・消防庁舎の施設および設備の整備改修
※必要な工事に対して優先順位をつけ計画的に実施すると
　ともに、突発的な庁舎等の施設及び設備の改修・修繕に
　ついて必要性を考慮し対応する。

　事業計画された修繕及び突発的に発生した庁舎施設等の
不具合に対し修繕を実施し、庁舎の健全な機能を保持し、
良好な職場環境を維持管理することができた。

・豊里分署建具等交換修繕及び食堂照明設備交換修繕
・桜分署分署長室照明設備交換修繕
・並木分署車庫シャッター修繕
・南消防署女子仮眠室エアコン修繕
・桜分署防水改修工事設計委託
・筑波分署庁舎防水改修工事
・消防庁舎空調設備増設改修工事設計委託
・筑波分署自家発電設備更新工事設計委託
・中央消防署特殊建築物定期点検業務委託

・豊里分署建具等交換修繕及び食堂照明設備交換修繕
・桜分署分署長室照明設備交換修繕
・並木分署車庫シャッター修繕
・南消防署女子仮眠室改修工事
・桜分署防水改修工事設計委託
・筑波分署庁舎防水改修工事
・消防庁舎空調設備増設改修工事設計委託
・中央消防署特殊建築物定期点検業務委託
上記他19事業の修繕等を実施する。

継続

消防庁舎施設維持整備事業

全て委託

01-090103-11 常備消防施設に要する経費

        37.0

         0.0

        30.0

         0.0

        32.0

         0.0

        33.0

         0.0

        27.0

         0.0

        27.0

         0.0

         0.0

         0.0

令和元年度～

電気事業法、消防法、建築基準法、建築物における衛
 生的環境の確保に関する法律

　消防庁舎の施設・設備を計画的に整備改修し、その機能
保全と職場環境を維持管理する。

工事請負による修繕工事数・修繕料による施設等修繕数

工事請負による修繕工事数・修繕料による施設等修繕数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         8.0

         0.0

        10.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

880

活動指標

消防本部消防総務課

経理係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

消防施設費
・需用費　　　　　　33,375千円
・役務費 　　　　　　3,540千円
・委託料　　　　　　16,653千円
・使用料及び賃借料 　7,209千円
・工事請負費　　　　28,689千円
・原材料費　　　　　　　37千円
・備品購入費　　 　　2,648千円

      63,461       79,486

維持

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         1.00          0.90

        47.00         50.00

無 無

       7,174        6,477

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0       13,600       13,600

         646          281          659          659

      55,641       72,728       77,892       77,892

      56,287       73,009       92,151       92,151

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　事務用連絡車の車両状態や経過年数等状態を定期的に確認・把握しながら適正な維持管理を行うとともに、更新計画
を作成し、適宜見直しを図る。

　事務用連絡車については、更新までの使用年数が長くな
ることから、安全確保が必要である。

　消防事務車両の車検整備を行うとともに、各種修繕を行
い公用車の安全運行を確保する。

　車検整備及び法定点検並びに各署への事務用連絡車配備
を事業計画に沿って実施すると共に運行前点検の励行を促
し異常・損傷の早期発見が出来た。
　また、損傷・劣化に伴う部品等の交換修繕を行い公用車
の安全運転を確保し、業務における公用車の円滑な使用に
努めることが出来た。

・車検整備　消防総務連絡２号車、予防連絡２号車、
　　　　　　予防連絡３号車、中央連絡２号車、行政バス
・法定点検　行政バス（３回）
・車両更新　消防総務連絡車（１BOX車）
　　　　　　筑波連絡車（ミライース）
　　　　　　茎崎連絡車（ミライース）

・車検整備　消防総務連絡２号車、予防連絡２号車、
　　　　　　予防連絡３号車、中央連絡２号車、消防バス
・法定点検　消防バス（２回）
・車両更新　消防総務連絡車（１BOX車）
　　　　　　筑波連絡車（ミライース）
　　　　　　茎崎連絡車（ミライース）
・車両修繕　公用車両（突発的な修繕）
・車両廃車　消防バス他３台

継続

消防事務連絡車維持管理事業

全て委託

01-090103-11 常備消防施設に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         9.0

         0.0

         6.0

         0.0

         9.0

         0.0

        12.0

         0.0

         0.0

         0.0

令和元年度～

つくば市公用車の適正管理及び安全運行に関する規程

　消防事務車両の点検整備を計画的に実施することで、機
能を適正に維持管理し、消防業務の円滑な運営を確保する。

事務連絡車の車検整備実施数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         9.0

         0.0

         5.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

881

活動指標

消防本部消防総務課

経理係

台



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

消防施設費
・需用費　　　　　　　6,664千円
・役務費　　　　　　　　380千円
・使用料及び賃借料　　4,335千円
・公課費　　　　　　　　247千円

      15,326       13,008

維持

3

5

2

2

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

当初の計画を上回る進捗で事業を実施することができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         1.00          0.70

        56.00         39.00

無 無

       7,196        5,037

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       8,130        7,971       11,626       11,626

       8,130        7,971       11,626       11,626

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　所属長とのヒアリング等を実施して、個人の研修希望に添えるよう調整していく。

　職員各個人へのアンケート調査を実施することにより、
各個人の意識確認ができたが、研修候補者の絞り込みに各
所属との整合を図ることが難しい。

・県立消防学校、消防庁消防大学校及び救急救命研修所等
　への委託研修を実施、さらに労働安全衛生法に基づく研
　修へ受講させる。

　計画的な入校研修を行うことができ、研修において新た
な知識及び技術を習得し、他の職員へのフィードバック及
び情報共有を行うことができた。

・県立消防学校　40人
・消防庁消防大学校　４人
・救急救命研修所　２人
・茨城県救急業務高度化推進協議会　９人
・消防職員安全衛生研修会　４人
・危険物取扱者保安講習会　３人
・惨事ストレス研修　２人
・新規資格取得講習　３人

・県立消防学校　37人
・消防庁消防大学校　３人
・救急救命研修所　２人
・茨城県救急業務高度化推進協議会　７人
・消防職員安全衛生研修会　４人
・危険物取扱者保安講習会　３人
・惨事ストレス研修　２人

継続

消防職員教育訓練研修事業

全て委託

01-090101-11 消防総務に要する経費

        31.0

         0.0

        34.0

         0.0

        52.0

         0.0

        43.0

         0.0

        65.0

         0.0

        58.0

         0.0

         0.0

         0.0

令和元年度～

消防組織法

　災害の多様化や消防技術の発展に的確に対応する専門教
育の受講によって、知識及び技能の効率かつ効果的な習得
を図り、消防職員の資質を高める。

消防職員としてのスキルアップを図るため、消防学校、消防大学校及び救急救命研修所等の委託研修

消防職員教育訓練研修者数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

        27.0

         0.0

        35.0

         0.0

        53.0

         0.0

        49.0

         0.0

        70.0

         0.0

        67.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

882

活動指標

消防本部消防総務課

人事係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

常備消防費
・報償費　　　　 30千円
・旅費　　　　2,622千円
・交際費　　　　 60千円
・役務費　　　　539千円
・負担金　 　10,208千円

      25,243       24,233

維持

3

3

2

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

やや遅れたが、今年度の実施計画を達成した。

今後も市が実施するほうがよい。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         1.30          1.50

       102.00         84.00

無 無

       9,429       10,382

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

          19           19           19           19

      15,795       13,832       13,440       13,440

      15,814       13,851       13,459       13,459

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　特に傷病者と接触が多い救急隊員にＢ型肝炎・麻しんの抗体検査を実施し、抗体陰性者に対してワクチン接種を行っ
ていく。

　今後、麻しん以外の感染力が高い、風しんや水痘等の抗
体検査の実施及び抗体陰性者に対して、ワクチン接種を行
う必要がある。

・職員に対して健康診断及びストレスチェックを実施する。
・現場活動を行う職員を対象として、Ｂ型肝炎抗原抗体検
　査を実施し、抗体陰性者に対しワクチンを接種する。

　健康診断及びストレスチェックにより、職員の健康状態
の把握による健康管理体制を構築できた。
　また、交替制勤務者に対し特定業務従事者健診で各種検
査を実施することで、健康管理を促すとともに組織におけ
る安全管理体制が確立できた。

・衛生委員会　毎月１回開催
・健康診断　特定業務従事者（交替制勤務者）278人
　　　　　　定期健康診断164人、雇入れ時健康診断21人
・人間ドック　180人
・ストレスチェック　333人
・Ｂ型肝炎抗体採血検査　20人、ワクチン接種　20人
・麻しん抗体採血検査　20人、ワクチン接種　20人

・衛生委員会　毎月１回開催
・健康診断　特定業務従事者（交替制勤務者）259人
　　　　　　定期健康診断164人、雇入れ時健康診断14人
・人間ドック　180人
・ストレスチェック　342人
・Ｂ型肝炎抗体採血検査　20人、ワクチン接種　20人
・麻しん抗体採血検査　35人、ワクチン接種　３人

継続

消防職員の健康管理事業

全て委託

01-090101-11 消防総務に要する経費

        76.0

         0.0

        78.0

         0.0

        84.0

         0.0

     1,069.0

         0.0

       954.0

         0.0

     1,037.0

         0.0

         0.0

         0.0

令和元年度～

労働安全衛生法

　職員の健康管理及び交替制勤務者の災害現場等における
安全確保を図るため。

消防職員の健康診断等受診者数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

        58.0

         0.0

        77.0

         0.0

        74.0

         0.0

        75.0

         0.0

       974.0

         0.0

     1,056.0

         0.0

         0.0

         0.0

任意的事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

883

活動指標

消防本部消防総務課

人事係

人



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

常備消防費
・報酬　　　　900千円
・委託料　　5,592千円

      17,440       15,726

維持

3

4

2

3

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

他の事業に優先して進める必要がある。

         1.70          1.50

       135.00         84.00

無 無

      12,332       10,382

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

       5,108        5,344        6,492        6,492

       5,108        5,344        6,492        6,492

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　被服品貸与点数の見直しを実施する。また、早期に消防被服品の購入契約を締結し、年２回の新規採用者を含む職員
への適時被服品貸与に努める。

　新規採用者の増減に対する予算確保・調整が課題である。
適時に被服貸与品を納品出来るよう計画し適切に契約執行
する必要がある。

　規則に基づき消防吏員に対し災害現場活動又は事務執行
時に適した被服品を貸与し、職務遂行時の消防吏員として
の規律と品位を保持する。

　年間を通して被服貸与品の業者との契約締結及び年２回
の新規採用者に対し、適切な被服貸与管理を行うことが出
来た。
　また、規定規則に基づいた被服貸与品の新規・廃棄契約
及び品種の変更調整等適切に業務遂行出来た。

４月　本年度退職及び56歳以上の職員の被服品の貸与点数
　　　見直し
６月　新任救助隊員及び救急隊員用被服品一式購入
６月～２月　申請分消防被服品購入
９月　10月新採職員用被服品一式購入
３月　R２年度４月新採職員用被服品一式購入

・職員の被服品の貸与点数見直し
・新任救助隊員及び救急隊員用被服品一式購入
・申請分消防被服品購入
・10月新採職員用被服品一式購入
・R２年度４月新採職員用被服品一式購入
・規定規則に基づいた被服貸与品の新規・廃棄契約及び品
　種変更業務

継続

消防吏員被服整備事業

全て委託

01-090101-11 消防総務に要する経費

     2,912.0

         0.0

     2,338.0

         0.0

     2,231.0

         0.0

     2,573.0

         0.0

     2,771.0

         0.0

     2,945.0

         0.0

         0.0

         0.0

令和元年度～

消防組織法、つくば市消防吏員服制規則

　つくば市消防吏員服制規則に基づく被服の整備により、
消防吏員としての秩序と組織的活動を確保する。

被服購入数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

     2,800.0

         0.0

     2,614.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定＋任意

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

884

活動指標

消防本部消防総務課

経理係

品



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

常備消防費
・需用費　　28,719千円

      36,563       36,042

維持

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         1.00          0.90

        56.00         50.00

無 無

       7,196        6,477

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

      29,367       29,565       28,719       28,719

      29,367       29,565       28,719       28,719

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

・消防職員の中から推薦又は消防長から指名された計18人
　で構成された委員会で、消防職員から提出された意見に
　対し審議し、審議結果及び意見を消防長に報告する。消
　防長は意見の趣旨を尊重し実施することが適当であると
　認められるものについて、予算要求・調整の上、業務に
　反映させていく。

　提出された意見について審議した結果、１件の意見につ
いては、調整のうえ消防事務に反映させることが出来た。
また、見送られた３件についても職員間の意思疎通に繋が
り、職員全体の士気を高めることが出来た。

４月～５月　委員及び意見取りまとめ者の指名
６月～７月　意見提出期間
８月　消防職員委員会開催
９月　審議結果及び消防長処置の通知

５月15日　委員18名、意見取りまとめ者４名を指名
５月15日～６月17日　意見提出期間
７月22日　消防職員委員会を開催（４件の審議）
９月２日　審議結果及び消防長処置を通知

継続

消防職員委員会運営事業

職員のみ

01-090101-11 消防総務に要する経費

         2.0

         0.0

         3.0

         0.0

         5.0

         0.0

         1.0

         0.0

         3.0

         0.0

         4.0

         0.0

         0.0

         0.0

令和元年度～

消防組織法、つくば市消防職員委員会規則

　消防職員の意思疎通を図るとともに、意見を反映し易く
することにより、職員の士気を高め、円滑な消防事務の運
営に資する。

消防職員から提出された意見のうち、実際に審議された意見数

消防職員委員会審議数

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         3.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

885

活動指標

消防本部消防総務課

総務係

件



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

       7,253        7,196

維持

3

4

3

-

今後も一定の市民ニーズが見込まれる。

計画通りに進めることができた。

法令等により、市の実施が定められている。

法令等により、市の実施が定められている。又は、今年度で事業が終了する。

         1.00          1.00

        79.00         56.00

無 無

       7,253        7,196

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度



目標値

指標名

事業の概要

事業分類

事業の目的

指標名

実　績

根拠法令

事務事業マネジメントシート

事務事業名

改善目標（    年度にむけて)

要求区分

予算科目

概要

事業の基本情報

戦略プラン

総合戦略

個別計画

係名

担当部課

新規・継続

事業体制

市民参加

市長公約

評価

指標の推移

事業計画

課題成果

活動実績

目標値

実　績

指標の
概要

１

２

事業期間

（

（

）

）

　ホームページのオープンデータ化に向けて、キャラクターの利用制限の解除を検討していく。

　消防年報については、ホームページにデータを公表して
いるが、年報資料内に利用制限のあるキャラクター等の使
用があるため、オープンデータが出来ていない。

・全国規模の消防統計調査におけるつくば市の消防現勢等
　を全国消防長会及び総務省消防庁へ回答する。
・消防年報を編集発行し、つくば市ホームページへの掲載
　及び図書館等に冊子を提供する。

　各調査について、指定期日までに報告を完了することが
出来た。
　また、消防年報を冊子発行やホームページに掲載するこ
とで、防災資料として広く活用してもらうことが出来た。

５月　消防現勢等調査及び消防装備等実態調査
６月　消防防災・震災対策現況調査
７月　つくば市消防年報

上記月を期限として調査報告、冊子発行・ホームページ掲
載を行う。

５月16日　消防現勢等調査及び消防装備等実態調査を報告
５月31日　消防防災・震災対策現況調査を報告
７月23日　つくば市消防年報を発行・ホームページに掲載
８月13日　消防施設整備計画実態調査を報告

継続

消防統計、消防年報の編集発行事務

職員のみ

01-090101-11 消防総務に要する経費

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

令和元年度～

消防組織法

　つくば市の消防現勢や消防・救急・救助等の活動概要の
統計及び消防年報を、広く市民等に周知することで、防災
に役立ててもらう。

R02

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

令和元年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

法定事務

□

□

□

□

共有、理解

企画・立案、計画

実行

評価・検証

886

消防本部消防総務課

企画係



目標値

目標値

目標値

指標名

指標名

指標名

実　績

実　績

実　績

コストの推移

方向性

項目

人件費

国庫支出金

指標の
概要

３

４

（

（

（

）

）

）

概要

概要

概要

指標の

指標の

指標の

５

訳
内
源
財

その他

地方債

県支出金

一般財源

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)

(千円)事業費計

(有無)

(人)

(時間)

(千円)

(千円)

内訳
臨時職員等

正職員
時間外勤務

従事割合

事業コスト

人件費

理由

予算の方向性

市の関与

進捗状況

市民ニーズ

優先度

年

拠
根
算
積
初
当
度

事業の優先度はどうか

行政が関与する必要性について

事業が計画的に進んでいるか

市民ニーズと今後の見込み

(当初) (当初)(決算) (決算)

       7,253        7,196

維持

4

4

2

2

十分に高く、今後も変わらずにあると見込まれる。

計画通りに進めることができた。

今後も市が実施するほうがよい。

継続して実施する必要がある。

         1.00          1.00

        79.00         56.00

無 無

       7,253        7,196

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

R02

H26年度

H26年度

H26年度

H27年度

H27年度

H27年度

H28年度

H28年度

H28年度

H29年度

H29年度

H29年度

H30年度

H30年度

H30年度

R01年度

R01年度

R01年度

R02年度

R02年度

R02年度

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

         0.0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

           0            0            0            0

平成30年度 令和 1年度 令和 2年度 令和 3年度


